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一般質問

町長 攻めの農業展開が重要であり、需要に応じた生産
体制の確立が急務である

ＴＰＰの対応について

山﨑　公司　議員

一　般　質　問

　当別町の基幹産業である農業にど

のような影響が出るのか。正確な影

響予測、分析が重要であり、明確な

対策が示されなければ、今後の農業

の方向性が定められない。今後、行

政として、基幹産業の農業をいかに

守っていくのか。今後の対応につい

て、町長の具体的な見解を伺う。

町長　ＴＰＰ大筋合意を受け、先般

10 年ビジョン推進委員会を開催し、

目標を前倒しで実現して難局を乗り

越える決意を確認した。当別の強み

を生かし、低コスト・省力化、高付

加価値化とともに、道外実需や加工

業等の固定客獲得や企業誘致を見据

えた攻めの農業展開が重要であり、

需要に応じた生産体制の確立が急務

と考える。地産地消もさらに拡大し

たい。

冬の防災・危機管理について

　町民が一番関心を持っている冬期

間の除排雪作業について、この冬の

除排雪を住民の生活を守るためにど

のように取り組んでいくのか。町長

の見解を伺う。また、児童・生徒さ

らに教員に対する防災教育をいかに

浸透させているか、教育長の見解を

伺う。

町長　今年度の取り組みは、昨年度

効果があった、雪を多く貯めずに行

う早めの排雪、樺戸雪堆積場と下川

堆積場の拡充、さらには除排雪車両

の更新を実施して、引き続き町民の

負担軽減と作業効率を高めていく。

教育長　地震や火災を想定した年２

回の避難訓練、暴風雪に備えた集団

下校訓練、町防災部局である総務課

と連携した体育館を利用しての避難

所宿泊体験学習を実施するなど、児

童生徒や教職員の防災に関する知

識、意識を高めているところである。

マイナンバー制度の対応について

　住民基本台帳に記録されている

7,658 世帯に、通知カードが簡易書

留で送付され、不着世帯が 574 件

（7.5％）あったと報道されている。

現時点で何件届いたのか。個人番号

カードの申請が何件になっている

か。また、問題の発生はないか。町

長から最新の状況報告を願う。

町長　12 月 3 日時点で 574 件のう

ち 156 件を役場窓口で交付してい

る。個人番号の申請状況については、

12月 3日時点で483名の申請となっ

ている。問題の発生について、報道

等で取り上げられている郵送におけ

る誤配といった事案は、確認されて

いない。

弁華別小・中学校施設利活用について

　赤い屋根が特徴の小学校、隣の中

学校が同時に来年３月末に閉校され

る。大変残念である。教育委員会は、

小中学校の利活用について一般公募

をした。結果の公表をお願いする。

教育長　総務文教常任委員会におい

て、利活用者として社会福祉法人ゆ

うゆうを選定した旨を報告し、ホー

ムページにおいて公表をしている。

また、社会福祉法人ゆうゆうからは

障害者総合支援法に基づく生活介護

事業を主とした多機能型拠点整備の

提案があった。

姉妹都市レクサンド市提携３０周年

に向けて

　平成 29 年９月、完成予定の道の

駅で３０周年の式典が予定されてお

り、同時に次の３カ所の整備が必要

である。

①レクサンド記念公園　②あいあい

公園　③スウェーデン大通

多くのお客様を気持良くお迎えした

い。町長の見解を伺う。

町長　レクサンド記念公園とあいあ

い公園については、利用者の多い施

設であり、ステージや芝生の補修に

ついて、安全性や快適性を保持する

よう努めていく。スウェーデン大通

の道路の路面補修は、危険箇所を優

先的に補修を行っていく。平成 29

年のレクサンド市との提携 30 周年に

向けてできる限り努力をしていく。

道の駅の現状について

　平成 29 年９月開業予定まで１年

８ケ月余り、基本設計から実施設計

の検討の中で変更のある点、新たに

決定した点、その他の進捗状況を町

長から最新の状況の説明を願う。

①本体工事は、いつ着工・いつ完成

予定か　②テナント事業者及び地域

特産品の募集・選考・内定　③直売

組織の設立と供給体制の確立

町長　北欧風のイメージを持たせる

ため、道の駅本体の屋根形状をフ

ラットから三角へと変更し、道の駅

本体に、キッズコーナー、授乳室な

どの設置を追加した。工事は、来

年 3 月より載荷盛土に着手し、6 月

以降順次建物などの工事を行い、29

年 9 月のオープンを計画しており、

変更はない。実施設計完了により、

テナント等の面積が確定したので、

募集に向けた作業を本格的に進める

考えである。経営主体の検討と並行

し、組織の設立、農産物の供給体制

の確立に向け、関係団体と協議を進

めていく考えである。　　

その他質問

①基本設計から実施設計に向けて、

シャワールーム・会議室・ＡＥＤ設

置・携帯等の充電設備・自動車用の

電気か水素の充電設備　②姉妹都

市、石狩市との供給体制の確立　　

③道の駅内でのクレジットカード、

電子マネーの使用可能か　④ＰＲ事

業実施の内容について
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町長
今回の給付見直しは、厚生労働省の社会保障審議会で、

あらゆる観点で検討した結果と理解している

生活保護費の基準を改定前に戻すよ
う国に求めることについて

　鈴木　岩夫　議員

当別ダムと浄水場

水道料金の値下げについて

 今年度から開始される石狩西部広

域水道企業団の経営計画の見直しに

あたり、水道料金の値下げを期待す

る町民に応えて、構成自治体として

供給単価の引き下げを求めるべきと

考えるが、町長の考えを伺う。

町長　現在、企業団においても、経

営計画の見直しにあたり、供給単価

の引き下げの可能性について協議が

されていると聞くが、この単価の引

き下げ等がなければ、平成 31 年度

以降の料金の見直し等にも多大な影

響が出るので、これまで以上に強力

に要請をしていく。

鳥獣被害対策について

 鳥獣被害防止総合対策事業につい

て、この事業がどのような内容か伺

う。当別町においても、この事業を

積極的に活用すべきと考えるが、町

長の考えを伺う。

町長　鳥獣による農林水産業等への

被害の軽減を目的として国の交付金

を活用しながら、道が実施している

事業で、市町村、農協等による協議

会等が実施主体となった、箱わな等

の導入、侵入防止柵の設置、鳥獣の

捕獲活動等の取り組みに補助され

る。補助金の獲得に向けて道との連

携を密にしていきたい。

まち・ひと・しごと創生総合戦略に

ついて

 道の駅建設の軟弱地盤改善のため

に要する期間が、今回示されたもの

で後々不都合が生じないのか心配

だ。大丈夫なのかどうか、その点に

ついて伺う。

町長　９月議会の一般質問、また先

般の議員協議会でも説明をしたとお

り、軟弱地盤対策の作業工程は、組

み込んでおり、計画どおり進むと考

えている。

総合戦略と町営住宅長寿命化計画と

の整合性について

　定住促進を加速する上でも総合戦

略と町営住宅長寿命化計画との整合

性を積極的に図るべきと考えるが、

町長の考えを伺う。末広団地の建て

替え計画の進捗状況を伺う。

町長　今後は、2040 年までの人口

２万人達成を目指して町営住宅事業

も、当別町住宅マスタープランと併

せて総合戦略の一部としてつなげて

いく。末広団地の活用計画では５年

後の平成 32 年度以降に用途廃止と

建て替えを実施する予定で、今年度

はその調査段階にある。

　

教育費の増額について

 給食における地元食材の利用をさ

らに進めるべきと考えるが、教育長

の考えを伺う。本町児童生徒の虫歯

の実態、この間の経年変化、推移を

教えていただきたい。また、教育委

員会の取り組みについて伺う。

教育長　給食を生きた教材とする食

育活動の観点からも、今後も地元食

材の活用を進めていく考えである。

平成 26 年度の当別町の児童生徒の

虫歯、１人あたりの本数は 12 歳生

徒 2.14 本、６歳児童は 0.11 本、３

年前の 23 年度の調査では、12 歳生

徒は 2.24 本、６歳児童は 0.19 本で

あったことから、児童生徒ともに１

人あたりの虫歯の本数は減少してい

る。フッ化物洗口を小学校１年生か

ら６年生まで実施し、虫歯ゼロを目

指して取り組んでいる。

 冬季加算の減額が当別町において、

どのように表れているかを伺う。国

に対して、北海道の気候的特殊性を

伝え、改善を求めるべきと考えるが、

町長の考えを伺う。冬季加算を 1.3

倍に増やす特別基準という制度につ

いて生活保護利用者に積極的な申請

を呼びかけるべきと考えるが、町長

の考えを伺う。当面、町として対応す

る施策を考えているかどうかを伺う。

町長　冬季加算は級地間格差がな

く、道内一律となり、全体で減額に

なるが、当別町は減額幅が最も低い

状況である。今回の給付見直しは、

厚生労働省の社会保障審議会で４年

をかけ、あらゆる観点で検討した結

果と理解している。北海道の気候的

特殊性は、全道的な規模の要望であ

り、道とも情報交換しながら対応し

ていきたい。特別基準は、石狩振興

局のケースワーカーが、状況を詳細

に把握した上で生活実態に応じて適

用世帯を決定しており、原則申請に

よって適用されるものではない。町

が補う施策というよりは、制度の拡

充について国に対してしっかり働き

かけを行うことが役割と考えている。

再質問

　国に対して道とタッグを組んで北

海道の特殊性をしっかり伝える、こ

れは急を要することで力を入れて早

急に取り組むべきと考えるが、町長

の考えを伺う。

町長　今年度から採用された新しい

基準で実施しているので、当面は道、

町村会等と情報交換を密にして、国

の動向を注視していく。
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一般質問

町長
町として国に的確な政策の実施を要請したいと考
えている

当別町の農業政策について

　稲村　勝俊　議員

平成27年３月に策定した当別町農業 10 年ビジョン

野菜の生産拡大に期待ができる。輸

入の増加も予想されるが今後、土地

利用型野菜栽培の確立、産地直売の

拡大、道の駅等への少量、多品目野

菜栽培の生産農家を育てる事が急が

れる。また多くの農業関連法も改正

になり、農家戸数もこれまでの 20

年で半減し、今後 10 年で半減の予

想がされている。農地の集積等が農

地の効率的利用になっているか、進

めている大区画や交換分合事業等も

考えられるが、これらの対策等を含

めた当別町 10 年ビジョンの進捗状

況と今後の取り組みについて伺う。

町長　10 年ビジョンの進捗状況に

ついて、11 月 2 日に当別町農業 10

年ビジョン推進委員会を急遽開催

し、10 年ビジョンに掲げた目標を

前倒しして実現する決意を確認した

ところである。具体的にはＧＰＳ等

を活用した総合的なスマート農業シ

ステムの構築、道の駅開設も見据え

た野菜や花きの生産拡大と２次加工

や企業誘致も見据えたブランドの確

立、農作業受委託組織の設置やパー

ト労働派遣体制の確立、輸出も含め

た販路拡大等について、関係機関が

連携し、優先的に取り進めていくこ

とが確認されたので、今後早急に具

体的な取り組みを進めていきたいと

考えている。

　

　

 ＴＰＰ交渉の大筋合意による協定

発効、農協改革関連法、改正農地法

などの町民、農業への影響、対応に

よる当別町の農業政策だが、大筋合

意は日本が様々な分野で大幅譲歩を

引き受けた。今定例会において、8

請願団体よりＴＰＰ交渉の大筋合意

に関する請願理由に、情報の開示や

国民的議論がなされていない事に不

安、不信を訴えている。10 年後に

は道内農業人口は半減すると道総研

の推計だが、ＴＰＰ大筋合意の影響

で中高年農業者が営農を断念し、青

年農業者が将来を農業に託せない

等、農業者人口減少の加速が心配さ

れる。

　以前北海道で試算されたＴＰＰ

参加による影響は農業生産額 4,931

億円、農家戸数 23,000 戸、関連

産業合計 1 兆 5,846 億円、雇用は

112,000 人それぞれ減少し、食料自

給率は農水省で 40％から 27％と試

算している。政府は TPP 関連政策大

綱を示したが、対策予算の確保以上

に、農業の役割を明確にし、農産物

の安定的な供給と国内自給による食

料安全保障体制を確立し、国民の食

料自給を守っていく国民合意が大切

と考える。当別町も大きな影響が想

定されると思うが、対応について伺う。

町長　ＴＰＰ大筋合意による当別町

の影響について、25 年３月に、道

が即時撤廃を前提とした影響額の試

算を公表したのを受けて、町でもそ

の時点での影響額を試算したが、今

回の大筋合意は品目により削減率や

時期が異なり、セーフガードや為替

変動などの要因が非常に複雑である

ということで、道は試算していない

ので、町でも試算はしていない。

　ただ、確実な対応策を講じられな

ければ、農業を基幹産業とするこの

当別町の経済に大きく影響すること

は必至なので、先般、ＪＡ北いしか

り、当別町商工会、石狩北部森林組

合、辻野商店、当別・篠津中央・中

新の３土地改良区、当別町農民同盟

の代表の方々の連名で大筋合意に関

する要望を受けたことも踏まえ、町

として国に的確な政策の実施を要請

したいと考えている。

　

当別町 10 年ビジョンの進捗状況と

今後の取り組みについて

　農業振興のための当別町農業ビ

ジョンを進めているが、ＴＰＰ協定

発効によってこれまで経験のない厳

しい環境が想定され、対応として、
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町長
現在行っている通常のパトロール等を継続し、本
件の現場の監視に努めていく

子供や住民の命、危険から守るために
　

澁谷　俊和　議員

護連携専門部会で認知症の進行状況

に応じたケアの流れを示す認知症ケ

アパスの冊子作成にも今取り組んで

いる。一方、認知症等で行方不明に

なった高齢者に対しては、当別町Ｓ

ＯＳネットワークを設置し、警察と

連携して速やかに保護活動を展開し

ている。また、連携を高めるために

行方不明者の捜索にあたっては、町

内の多くの関係団体の協力を得て、

昨年 12 月にファクスでの伝達訓練、

今年 10 月には模擬訓練を行い、高

齢者の命を守る体制づくりに努めて

いる。今後においても地域ぐるみの

対策を強化していく。

アスベスト対策について

　当別町でも空き家問題について議

会の論議があったが、その実態把握

が終わっていると思うが、それに加

えてアスベスト（石綿）対策として

併せて石綿が使われている建物かど

うか調査をする気はないか伺う。

町長　空き家の実態調査について

は、空家特措法に基づいて建物の使

用状況の調査は実施済みである。ア

スベスト対策について、建築物の所

有者に人体に有害な材料である飛散

性アスベストの使用を把握する義務

があり、建築基準法等に定められて

いる。また、建築解体時に発生、飛

散するアスベストに関しては、所有

者、建設業者、解体業者が作業員や

近隣住民等への健康被害を防止しな

ければならない義務もあり、大気汚

染防止法や労働安全衛生規則などに

その調査義務が定められているた

め、一般住宅をはじめ、民間所有の

空き家や古い建築物のアスベスト調

査を町が率先して実施することは、

考えていない。

その他質問　

町職員の職務専念義務の特例について

　　

不十分な管理を是正し、安全管理の

徹底を指導するよう協議し、確認を

している。今後も管理主体である道

とともに、町としても現在行ってい

る通常のパトロール等を継続し、本

件の現場の監視に努めていく。

　

命と健康「認知症」について

　その対応についてその家庭を含

め、地域ぐるみの対策が必要である

事は論を待ちません。

　とりわけ最近の認知対策はその発

症を遅らせる色々な取り組みについ

て聞いているが、当別町としても福

祉関係者の努力が続いていると思う

が、今現在の町として取り組んでい

る対策を伺う。

町長　認知症について、正しく理解

することが重要で、子どもから大人

や高齢者まで幅広い世代の団体や地

域を対象に、医療大学の先生とかケ

アマネジャーが講師として出向き、

認知症サポーター養成講座などを行

い、啓発に努めている。また、介護

する方や家族が高齢者の変化にいち

早く気づき、相談できる窓口として

地域包括支援センターを設置し、要

介護認定申請や生活支援などの介護

サービスにつなげている。さらに、

地域ケア会議、認知症ケア・医療介

　先日地域の住民から相談を受け、

役場とも連絡をとり、早速関係諸官

庁（当別川河川敷でもあり土木現業

所）と一緒に現地視察を行った。

　現地に行ってびっくり、10 ｍ以

上の崖状になっている高さ傾斜も

70 度以上、ダムか沼地のような大

きな水溜まりも足を滑らせたらはい

上がれないような危険な箇所がその

まま放置されている状態を確認し

た。これは土砂採掘許可業者が採掘

跡地をそのままにして次々現場を変

え採掘を繰り返してきた結果だとい

うことが判明。これを見過ごし許可

を与え続けてきた土木現業所の責任

は重大だと言わざるを得ない。同時

に地域住民の命を守る責任を負って

いる町としても、このような事態を

見過ごし放置してきた責任は重大で

ある。このような事を起こさないた

めに、どう取り組もうとしているの

か町長の考えを伺う。

町長　先般、澁谷議員の指摘を受け、

町の職員がこれを管轄している道の

職員とともに問題となっていた弁華

別の当別川河川敷地へ行き、澁谷議

員同席のもと、現状の確認をした。

その後、管理主体である、道の札幌

建設管理部当別出張所に対して、そ

の土地で行為を行っている事業者へ

　　　　　　　　崖状になっている当別川
　　　　　（右上は視察した土木現業所、町など関係者）
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一般質問

町長
路線継続は難しいと考えている

民営バス（当江線）運行廃止について

　石川　和榮　議員

　　　総合体育館トイレの洋式化に向けた動きは

　高齢者を支える貴重な生活の足と

しての路線バスがなくなることで、

通院のために当江線を利用している

高齢者の方々から窮状の訴えがあ

る。急激な人口減少で事業の経営悪

化など、地域公共交通をめぐる厳し

さが増している。高齢者にとっては

培った人間関係やなじみのものに囲ま

れた安心感は大変大きいと考える。

　全国的に公共交通空白地域が発生

している。住民生活への影響が懸念

されるため、市町村独自の輸送サー

ビスを導入している自治体が増えて

いる。

　NPO 法人や社会福祉法人と運営協

議会を行い、高齢者が利用する有償

運送サービスを提供しているとこ

ろ、タクシー事業者がデマンドタク

シーを立ち上げ乗り合せて、住民の

足となっている自治体もある。町と

して住民の意向を踏まえながら、住

み慣れた場所から安心して通院でき

る交通網の早期対応を問う。

町長　本路線バスは当別町と江別市

を結ぶ交通として現在有限会社下段

モータースが運行しており、大きく

赤字を抱える路線であることから、

町と江別市と北海道がそれぞれ赤字

補填として補助金を出して運営して

いるものである。平成17年度をもっ

て、それまで本路線を運行していた

民間事業者が路線を廃止することに

なり、下段モータースが事業を継

承し、その代替運行も本年度で約

10 年を迎えたが、利用者数は非常

に低調であり、平成 26 年度の実績

では当別町民の利用者は１日当た

り 10.8 人、１便あたりで 1.3 人し

か利用していない状況である。こう

いった状況の中で、運行主体である

下段モータースの意向を受けて、路

線廃止について、江別市と協議をし

ているところであり、町としては、

当別町民の利用者も非常に少ないの

で、運行状況の改善も見込めないと

判断せざるを得なく、路線継続は難

しいと考えている。有償運送サービ

スについては、常に介助が必要な方

への限られたサービスであると理解

している。当江線バス利用者が活用

できることにつながるものではな

く、バス路線の廃止に対し補完する

ものとしてはそぐわないものである

と考えている。

特定不妊治療の町独自の助成制度に

ついて

　特定不妊治療は保険適用外のため

子供が欲しくても経済的に厳しく、

受けられない夫婦もいる。町には治

療を受けられる病院がないため、交

通費負担も重なる。１回あたりの治

療費 45 万がかかるため、道が現在

行っている助成は１回 15 万、また

は７万５千円が上限である。

　人口減少に歯止めをかけるために

も切れ目のない子育て支援策として

町独自の助成を問う。

町長　道では国の補助を受けて一定

の所得を超えない夫婦を対象に１回

あたり 15 万円まで、１年目は３回、

それ以降は年に２回、通算で５年間

10 回を上限として、特定不妊治療

費を助成している。当別町では、子

ども・子育て支援事業計画を今年３

月に策定し、優先度の高い、安心し

て産み育てる新たな支援施策が盛り

込まれているので、まずはそれを実

現することに傾注していきたいと考

えている。道で行う特定不妊治療助

成事業を知らない方もいると思われ

るので、道の事業を周知徹底するこ

とに努力していく。

総合体育館のトイレの洋式化について

　公共施設は、災害時の避難場所で

あり、特に体育館はイベント、スポー

ツなどの催しでは、石狩管内を初め

地方から大勢の人が利用している。

現在はどの家庭も洋式トイレでの生

活習慣のため、帰宅するまで我慢す

る子供、高齢者の方はしゃがんです

ることが出来ない人が多いと聞いて

いる。一日も早く全てを洋式に改善

すべきではないか。

教育長　現在、男女各５基のトイレ

のうち、洋式トイレは男女各１基設

置されている。その他、障がい者用

トイレにも設置されている。トイレ

の洋式化は大変重要なことと認識し

ているので、教育委員会としては今

後、洋式トイレの拡充について進め

ていきたい。また、総合体育館の他

にもトイレの洋式化を進めるべき教

育施設があるので、計画的に進めて

いきたい。

その他質問

婚活支援窓口の創設について

　　　　　当別駅前から発車する当江線
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開催日時 場所 参加人数 出席議員

１１月１０日（火）午後６時 ゆとろ １９人
島田副議長　石川議員　

山田議員　佐藤議員

１１月１２日（木）午後６時 ゆとろ １２人
後藤議長　市川議員　稲村議員

山﨑議員　鈴木議員

１１月１２日（木）午後６時３０分 西当別コミセン ３０人
岡野議運委員長　髙谷議員

古谷議員　澁谷議員　五十嵐議員

一般質問

総合戦略をいかに活用するか
　

佐藤　立　議員

　人口減少対策の要点は、人口バラ

ンス再構築。札幌に隣接し通勤圏で

ありながら自然に恵まれ、幼小中高

大と教育機関が揃う当別町は、教育

を核としたまちづくりで子育て世帯

増加を図ることが最適。総合戦略を

いかに活用するかで、今後の当別町

の姿が決まる。そこで総合戦略に関

して質問する。

１.まち・ひと・しごと総合戦略

（１）数値目標と重要業績評価指標（KPI）

　数値目標は 2040 年に人口 2 万人

という長期目標達成の為にあり、

KPI は数値目標達成の為にプロジェ

クトの進捗を確認するもの。町長の

認識は。

町長　数値目標は、戦略の基本的な

施策ごとに総括した目標であり、重

要業績評価指標、いわゆるＫＰＩは、

個別のプロジェクトごとに達成状況

を確認するための指標である。最終

的には、基本施策ごとの数値目標が

達成されることを目的としており、Ｋ

ＰＩにより確認していくものである。

（２）推進管理と財源確保

　総合戦略推進には、数値による検

証を行い次年度に反映させる必要が

ある。検証はどう行うのか。財源確

保に繋がる人的ネットワーク形成の

ため、若手職員を中央省庁に出向さ

せるべきでは。

町長　推進管理については、毎年見

直すことになっており、各年度終了

後、プロジェクト推進状況とそれに

伴うＫＰＩの状況を検証し、検証結

果を踏まえて、翌年度の予算編成に

反映させるようなスケジュールを予

定している。これまで道庁や道内に

ある国の出先機関への派遣にとど

まっていたが、中央省庁の動向をい

ち早くキャッチし、人的ネットワー

クを構築していくためにも町職員の

中央省庁への派遣を前向きに考えたい。

（３）子育て・教育関連

【小中一貫教育推進】

　学力調査によれば、当別町小中の

平均学力は全国平均以下。子どもの

学ぶ意欲を高める為に、教師が子ど

もと向き合う時間を確保する事が必

要。そこで教職員の加配を更に進め

る他、新潟市教育委員会の事例も参

考に学校事務の業務効率化・事務職

員の業務拡大による教員の事務負担

軽減を進めるべき。教育長の考えは。

教育長　学校事務の円滑な実施と教

員の事務負担軽減を目的に町独自の

予算により事務嘱託員５人を雇用

し、各小中学校に配置しているとこ

ろである。引き続きこのような支援

を続けていく。

【子育て世帯応援】

  プロジェクト推進の責任を負うの

はどこか。二世帯住宅建設費助成で、

子育て世帯に手が届きやすい中古住

宅購入・改修も対象としてはいかが。

町長　プロジェクトの推進にあた

り、取り組む事業の範囲が広く、一

つの部局に全責任を負わせることは

不可能である。子育て推進課、福祉

課、建設課、総務課や商工課も含め

た横断的な連携をしていくことが不

可欠であり、福祉部が関連部署と協

議しながら推進していくのが現状で

はベストと考えている。中古住宅購

　ふるさと納税で大人気の農産品

入・改修も対象とすることは、子育

て世帯応援プロジェクト推進にあた

り、非常に有効な手段だと考えてい

るので、参考にさせていただく。

２.ふるさと納税

（１）農産物中心に返礼品の欠品が

多い。来年度の対応は。

町長　記念品として人気のある農産

物の増産、出品数の拡充に向けて体

制づくりを進めていく。

（２）寄付金獲得競争に勝ち抜く為、

新たな切り口として使途選択制を検

討するべき。メリット・デメリット

をどう評価しているか。導入する考

えはないか。

町長　使途指定のメリットは、寄附

者の意向を反映できることである

が、指定いただいた場合は指定され

た使途以外に活用できなくなってし

まうことがある。使途指定で新たな

寄附者を獲得できるような仕組みが

出れば、使途を指定できるようにす

ることも考えていきたい。

３.情報発信

　今年度から条例がホームページで

公開されたが、規則や要綱は未公開。

行政運営の基本である規則や要綱を

ホームページに掲載する予定は。

町長　規則は、ホームページ上の掲

載に向けて準備作業中である。訓令

は、制定内容が期限的なもの、ある

いは住民に直接影響のないもの、規

則の制定に伴って制定したものなど

があり、内部で調整を図り掲載した

い。概ね今年度末を目標に準備が

整ったものから順次ホームページに

掲載をしていく。

　　　教員の事務負担軽減は


